
 

 

令和８年度 第１回海老名市子ども・子育て会議 次第 

 

 

日 時：令和８年５月26日（火）午前10時から 

場 所：えびなこどもセンター 健診室    

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 議 題 

 (１) 副委員長の選出について 

(２) 海老名市こども計画（第３期海老名市子ども・子育て支援事業計画）の 

令和７年度実施状況報告について 資料１－１ 資料１－２ 

(３) 就学前教育・保育施設整備交付金について 資料２ 

 

３ その他 

(１)  令和８年度海老名市内の学童保育クラブについて 資料３ 

(２)  令和８年度海老名市はぐはぐ広場運営評価委員会委員の推薦について 資料４ 

(３)  子ども・子育て会議における虐待等の報告について 資料５ 

(４)  子ども子育て会議年間スケジュール（仮）について 資料６ 

 

 

４ 閉 会  





















こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

Ⅰ　【安心えびな】安心して子どもを預けられる保育・教育の環境づくり

（1） 特定教育・保育施設と地域型保育事業の充実と質の向上

記入例 35
子育て情報発
信事業

妊娠中の方から未就学児のいる世帯までの全世帯
に、子育てガイドブック「えびな健康だより
SUKUSUKU」を配布しています。携帯アプリ「子育
てタウン」を通じて子育てに関する情報を発信
し、子育てに関する行政情報等を積極的に発信
し、周知を図ります。

子育てガイドブックの配布世帯数

Ｒ２　8,000世帯
Ｒ３　7,950世帯
Ｒ４　7,900世帯
Ｒ５　7,850世帯
Ｒ６　7,800世帯

子育てガイドブックの配布世帯数

Ｒ２　約8,000世帯
Ｒ３　約8,000世帯
Ｒ４　約8,000世帯
Ｒ５　約8,500世帯
Ｒ６

Ｒ２　Ｂ
Ｒ３　Ｂ
Ｒ４　Ｂ
Ｒ５　Ａ
Ｒ６

「子育てガイドブック」を未就学児全世帯に配布し、転入世帯や
妊娠・出生届提出世帯へも窓口配布しました。
12月に予防接種スケジュール作成機能や子どもの記録、子育て情
報発信機能などを兼ね備えたアプリ「母子モ」を新たに導入しま
した。また、市公式facebookでの情報発信を行いました。
事業のＰＲのため、４か月児健診時でチラシを配布したほか、５
月に三井住友銀行ショーウインドーでパネル展示や、９月からは
海老名駅構内にも配架し、周知に努めました。

xx

1
幼稚園充実事
業

幼稚園については、一定のニーズが見込まれま
す。市では、少しでも多くの児童が受け入れられ
る状況を確保できるよう取り組みます。教育時間
終了後の預かり保育等の様々なニーズによる保育
に対して運営費を助成し、待機児童解消のための
環境整備を行います。

教育時間での保育を希望す
る児童数の見込み
Ｒ７　 1,869人
Ｒ８ 　1,869人
Ｒ９　 1,869人
Ｒ10　1,869人
Ｒ11　1,869人

教育時間での保育を希望する児
童数
R7 　1,738人

R7　B

幼稚園に一定の児童が受入れられている状況です。
教育時間外での保育ニーズにこたえるため、幼稚園
型一時預かり事業等を実施している幼稚園に対し、
補助金の交付をしました。
令和７年度は市内外の16園に対し、36,395,540円を
交付しました。

保育・幼稚園課

2
保育所充実事
業

新規保育所の設立や既存保育所の定員拡大など、
少しでも多くの児童が受け入れられる状況を確保
できるような取組を行うことで、待機児童解消の
ための環境整備を推進します。

保育所等の需給差
R7　  166人
R8　  373人
R9 　 627人
R10　577人
R11　715人
    

保育所等の需給差
R7　△28人

R7　B

令和８年４月開所に向けた海老名駅周辺の保育所整
備案件を神奈川県及び事業者と行い、待機児童解消
への受け皿を整備し、保育供給の拡充を図りまし
た。また、市内では初となる公私連携型保育所を令
和７年10月に開所しました。

保育・幼稚園課

3
認定こども園
充実事業

既存幼稚園の認定こども園への移行により、保育
が必要な児童を少しでも多く受け入れられる状況
を確保できるような取組を行うことで、待機児童
解消のための環境整備を推進します。また、認定
こども園への移行に必要な支援を行うとともに、
利用者に対して広く認定こども園の理解を深める
ための周知に努めます。

保育所等の需給差
R7　166人
R8　373人
R9　627人
R10　577人
R11　715人
    

保育所等の需給差
R7　△28人

R7　B
令和７年度中の認定こども園への移行はありません
でしたが、保育所充実事業等の取り組みの効果と合
わせて、待機児童は減少してきています。

保育・幼稚園課

4
公立保育園の
あり方

待機児童の解消を図るため、保育園の定員拡大を
鋭意進めていますが、少子化の進展により、将来
的に保育需要の減少が見込まれます。このため、
定員調整、老朽化対策、民間活力の活用などを総
合的に推進するため、公立保育園の統廃合や民営
化を図ります。

公設公営保育所の数
Ｒ７　 ４か所
Ｒ８　 ４か所
Ｒ９　 ４か所
Ｒ10　３か所
Ｒ11　３か所

公設公営保育所の数
R7　4か所

R7　B
今後の市の人口減少と施設の老朽化を見据え、公立
保育園の門沢橋保育園を令和９年度で廃園するため
の定員調整を行いました。

保育・幼稚園課

5
海老名市合同
保育研修会

保育の質の確保・向上に向けた取組が実効性のあ
るものとなるよう、こどもに関わる者が共通理解
を持って主体的、継続的、協同的に改善・充実を
図ることを目的とし、海老名市内の幼稚園、保育
施設等に勤める者に向けた研修会を開催すること
で、教育・保育施設及び地域型保育施設の相互連
携の推進あるいは市内教育・保育施設と小学校等
との円滑な接続の推進など相互連携に努めます。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
第１回目　オンライン　約100
名
第２回目　対面グループワーク
46名
第３回目　対面グループワーク
46名
第４回目　対面実践発表　160
名

Ｒ7　B

全国的に人口減少や少子化が問題となっている中、
本市においても就学前児童数は減少傾向となってい
るが、共働きが増えていることで保育需要が増加し
ている状況である。そのため現在も量の確保につい
て課題となっており、施設整備を進めている。その
一方、文部科学省や厚生労働省で乳幼児期の教育・
保育の質向上の検討会などが実施されるなど、質の
確保が重要視されている。
こども一人ひとりを支える質を高めていくために、
保育所と幼稚園が連携を取りながら保育者が学び合
い、高め合っていくために、受けて終わりの研修で
はなく、全４日の研修の中で自分の目標を立て職場
での実践を通して、理解を深めるために本研修は往
還型研修として企画された。

保育・幼稚園課

6
こども誰でも
通園制度

令和８年度から全ての自治体で実施とされてお
り、保育所などの利用要件を緩和し親が就労して
いなくても時間単位などで生後6か月から3歳未満
の児童を預けられるようにする新たな通園制度で
す。市として待機児童が解消していない中で、本
制度の利用には慎重に対応する必要があります。

利用定員数／月
Ｒ７　 0人
Ｒ８　25人
Ｒ９　25人
Ｒ10　46人

 Ｒ11　47人

利用定員数／月
Ｒ７　 ０人

Ｒ7　B

本市においては、待機児童が解消しておらず、制度
の対象となる生後6か月から3歳未満の児童につい
て、市内保育施設に受け入れ余裕がない状況である
ため、公立保育園１園のスペースを有効活用し、実
施施設として整備をしました。
（本市においては、令和８年４月より事業を開始し
たため、令和７年度の利用実績はありません。）

保育・幼稚園課

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№
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7
病児・病後児
保育

小規模保育施設（ほほえみさくら保育園）に併設
する、病児・病後児保育室（ほほえみルーム）で
病気中の生後６か月から小学６年生までの児童を
一時的に預かります。保護者が就労しているな
ど、家庭での保育が困難である方が利用の対象と
なる事業です。

利用人数（延べ人数）
Ｒ７　738人
Ｒ８　732人
Ｒ９　735人
Ｒ10　738人
Ｒ11　744人

利用人数（延べ人数）
R7　365人

R7　B

利用者のニーズに対応するため、昨年度に引き続
き、ほほえみルームにて病児保育を実施しました。
事業者と協力し、周知活動の強化や利便性の向上を
図りました。また、近隣市町村との広域連携によ
り、近隣市町村の病児保育施設の相互利用が可能と
なっています。

保育・幼稚園課

8
一時預かり事
業

海老名市内の保育所において、一時預かり事業を
実施しています。自宅保育者以外にも保育所待機
者の代替施設としてのニーズもあることから、各
保育所での一時預かり事業を支援します。

利用回数
Ｒ７　 9,629回
Ｒ８　 10,530回
Ｒ９　 11,551回
Ｒ10　11,678回

 Ｒ11　12,072回

利用回数
R7　7,209回

R7　Ｂ

市内18施設で7,209回の一時預かりの利用がありま
した。
今後も利用希望者に対して、延長保育事業の提供を
継続していけるよう支援をしてまいります。

保育・幼稚園課

9 延長保育事業

海老名市内の公立・私立保育所及び認定こども園
において、延長保育事業を実施しています。今後
も保護者のニーズ等から一定の利用希望者が見込
まれるため、各保育所での延長保育事業を支援し
ます。

利用人数
Ｒ７　　979人
Ｒ８　 1,070人
Ｒ９　 1,174人
Ｒ10　1,187人
Ｒ11　1,227人

利用人数
Ｒ７　　875人

R7　B

市内34施設で、875名の延長保育の利用がありまし
た。
保護者からの本事業への需要が一定数見込まれるた
め、今後も引き続き延長保育事業を各保育所が実施
していけるよう、市として支援を行ってまいりま
す。

保育・幼稚園課

10
子育て短期支
援事業

保護者の疾病、仕事等により、家庭での養育が一
時的に困難となったこどもを対象に、児童養護施
設等で一定期間、養育・保護します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

実施するための調査・研究をする

Ｒ７　事業継続
Ｒ７　B

　相談があった際には、児童相談所を案内しまし
た。

子育て相談課

11

多様な主体が
本制度に参入
することを促
進するための
事業

各施設の設置基準や職員配置基準など、新規事業
者には様々な対応が求められることから、新規参
入希望事業者からの相談等に対応し、新規認可保
育所の設置を促進します。

新規の認可保育所の設置数
Ｒ７　認可３園
Ｒ８　 認可４園
Ｒ９　認可４園
Ｒ10　認可１園

  Ｒ11　認可１園

新規の認可保育所の設置数
Ｒ７　認可３園

R7　B

各施設の設置基準や職員配置基準など、新規事業者
には様々な対応が求められることから、新規参入希
望事業者からの相談等に対応し、情報の提供を行い
ました。

保育・幼稚園課

12
実費徴収に係
る補足給付を
行う事業

保護者の世帯所得の状況等から、特定教育・保育
施設等に対して保護者が支払うべき副食費、日用
品、文具その他の教育・保育に必要な物品の購入
に要する費用の一部を助成します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
R7　 事業継続

R7　B
昨年度に引き続き、対象世帯に対し、保護者が支払
うべき日用品、文房具及び保育に必要な物品の購入
にかかる費用の一部を助成しました。

保育・幼稚園課

（２） 多様化する働き方に対応できる多様な保育サービスの充実
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13

放課後児童健
全育成事業
（放課後児童
クラブ）

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に
通うこどもたちに、遊びや生活の場を提供し、そ
の健全な育成を図る事業です。

施設定員数
Ｒ７　 2,150人
Ｒ８　 2,181人
Ｒ９　 2,212人
Ｒ10　 2,243人
Ｒ11　 2,274人

施設定員数
Ｒ７　2,321人

Ｒ７　 B

安全な保育環境を提供できるよう、必要な補助メ
ニューとして、送迎支援事業や移転関連費用補助等
新たな補助メニューの導入をするなど、事業者に対
する財政面や運営面の支援を行いました。また、保
護者については、スクールライフサポート認定者を
対象とした保育料補助を継続し、月額上限を12,000
円から15,000円に引上げました。

学び支援課

14

放課後子ども
教室（あそ
びっ子クラ
ブ・まなびっ
子クラブ）

放課後の居場所づくりとして、市内13小学校の体
育館や校庭を開放してこどもたちに自由あそびが
できる場を提供します。各校多少の差があります
が、13校ほぼ毎日開催しています。

参加児童数（延べ人数）
Ｒ７　  45,000人
Ｒ８　  45,000人
Ｒ９　  45,000人
Ｒ10　  45,000人
Ｒ11　  45,000人

参加児童数（延べ人数）
Ｒ７　  50,749人

Ｒ７　 B

【R7あそびっ子】　パートナーの協力を得て、１年
間安定して開設することができました。気軽に参加
できる放課後の居場所として定着しています。
【R7まなびっ子】　学校の時間割や行事等の関係で
開催日数は若干減少しましたが、のべ参加人数は前
年度同様となりました。継続的な事業実施により、
児童の学習習慣の定着や放課後の学びの場となって
いるほか、児童と支援員の関係も構築できていま
す。

学び支援課

15
授業改善の実
践

こどもたち一人一人の学びを保障するベく多様な
学びの場と指導・支援方法の実践により、「主体
的・対話的で深い学び」を追究し、授業改善を継
続します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
R7　 事業継続

R7  B

えびなっこしあわせプランの理念・目標を踏まえ、
授業改善実践推進委員会では、「主体的・対話的で
深い学び」に向かうための組織的な授業研究の在り
方と子どもの姿をもとにした授業改善について研究
を行った。また、授業力向上（ひびきあう教育研
究・その他公開授業研究）及び「総合的な学習の時
間」のカリキュラム改善（よりよい授業づくり）に
向けた取組を充実させることができた。教職員の資
質能力の向上と市全体の授業改善は、引き続きの課
題である。

教育支援課

16
男女平等教育
の充実

学校教育において、人権教育の一環として男女平
等教育を推進します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
R7　 事業継続

R7  B
中学生を対象に「性の多様性」のワークショップを
実施ました。性の多様性やジェンダーについて生徒
が深く考えるきっかけとなりました。

教育支援課

17
インクルーシ
ブ教育推進事
業

児童・生徒が「ひびきあう教育」の理念のもと
に、「誰ひとり取り残さない教育」を目指し、イ
ンクルーシブ教育を推進します。個別教育支援計
画の作成を通じた教育的ニーズの適切な把握をも
とに、多様性に対応した、学びやすい環境、分か
りやすい授業、安全で安心できる居場所を整えま
す。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
R7　 事業継続

R7  B

「すべてのこどもが地域の小学校・中学校で、とも
に学び、ともに育つ環境の実現」をめざし、「海老
名市フルインクルーシブ教育　推進ビジョンと５年
間の取組計画」を策定し、項目ごとに取組を進めて
います。保護者やこども、教職員や市民との対話を
通してのインクルージョンの意識醸成を図る取組
や、教育支援コーディネーターを中心とした校内支
援体制の充実を図る取組、教室環境の改善を図りな
がら、すべてのこどもがともに学ぶことができる環
境を進めていきます。

教育支援課

（３） 学童保育施設等の充実

（４） 魅力ある学校教育の推進
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担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

18 妊婦健康診査

安心して出産できるよう、妊婦の健康管理ととも
に、新生児の疾病や異常の早期発見の機会となる
よう、妊婦健康診査を実施します。神奈川県産婦
人科医会に委託し、妊婦が県内の産科等医療機関
において健診を受けた際の費用の一部を補助しま
す。

交付枚数（延べ人数）
 Ｒ７　 12,362件

Ｒ８　 12,407件
Ｒ９　 12,453件
Ｒ10　12,453件
Ｒ11　12,498件

交付枚数（延べ人数）
Ｒ 7   11,176名

Ｒ７　Ｂ
妊婦の経済的負担の軽減を図るため、妊婦健康診査
に係る費用補助額を64,000円から85,000円に増額し
ました。

こども育成課

19
妊婦歯科健康
診査

妊娠中は、むし歯や歯周病などが悪化しやすく、
歯周病は早産等の原因となることがあるため、口
腔内の異常の早期発見の機会となるよう、妊婦歯
科健康診査を実施します。市内歯科医療機関へ委
託し、妊娠中無料（１回）で受診できます。

受診人数
Ｒ７　 439人
Ｒ８　 440人
Ｒ９　 442人
Ｒ10　442人
Ｒ11　443人

受診人数
Ｒ 7   439名

Ｒ 7　Ｂ

母子健康手帳交付時に、別冊として妊婦歯科健康診
査受診券を配布し、妊娠中無料（１回）で受診でき
る体制を継続しました。

こども育成課

20
乳児家庭全戸
訪問事業

４か月までの乳児のいる全ての家庭を訪問し、子
育ての不安や悩みの相談を聞き、子育て支援に必
要な情報提供を行い、地域の中でこどもが健やか
に成長できるよう支援します。委託助産師や市の
保健師、主任児童委員が家庭を訪問します。

訪問件数
Ｒ７ 　1,094件
Ｒ８　 1,098件
Ｒ９　 1,102件
Ｒ10　1,102件
Ｒ11　1,106件

訪問件数（延べ件数）
912件

Ｒ 7　B

出生連絡票の提出をもとに、訪問を実施しました。
また、出生連絡票未提出の方には、勧奨はがきを送
付し、必要時は主任児童委員の方に訪問を依頼しま
した。

こども育成課

21
プレパパ・マ
マ教室

初めて母親、父親になるご家庭を対象に、妊娠中
の不安を軽減し、安全な出産・育児ができるよう
に、プレパパ・ママ教室を実施します。助産師、
保健師、歯科衛生士、栄養士が支援します。

参加人数（延べ人数）
Ｒ７　 576人
Ｒ８　 576人
Ｒ９　 576人
Ｒ10　576人
Ｒ11　576人

参加人数（延べ人数）
738人

Ｒ７　Ａ

妊婦参加者数は延べ388名、父親参加数は延べ350名
でした。年度後半は土曜日開催の１日目が午後の
コースの予約者が大幅に少なく、午前コースの方が
人気でした。令和７年度から１日目を土曜日固定で
実施した結果、夫婦での参加者が増えました。

こども育成課

22
特定不妊治療
（先進医療）
費助成事業

不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、
医療保険適用の特定不妊治療と併用して先進医療
を受けられた夫婦に対し、先進医療に係る費用の
一部を助成します。

助成件数（延べ人数）
Ｒ７　 240件
Ｒ８　 240件
Ｒ９　 240件
Ｒ10　240件
Ｒ11　240件

助成件数（延べ人数）
R7　281件 Ｒ 7　Ａ

申請者は、年々増加しており、不妊治療を希望する
方への支援ニーズは高まっています。市としては、
妊娠を望む方が、経済的負担を理由に治療を断念す
ることなく、安心して治療に臨めるよう、必要な財
源を確保しながら、継続して制度を維持していきま
す。令和６年度から保険適用の不妊治療と併用した
先進医療費の助成を行っている市町村に対する県の
補助金が創設されたため、県の補助金を活用し、助
成事業を継続しました。

こども育成課

23
不育症治療費
助成事業

不育に悩む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、
不育症の診断後に実施した医療保険適用外の不育
症治療を受けられた夫婦に対し、治療費の一部を
助成します。

助成件数（延べ人数）
Ｒ７　 4件
Ｒ８　 4件
Ｒ９　 4件
Ｒ10　4件
Ｒ11　4件

助成件数（延べ人数）
R7　３件

Ｒ 7　B

前年度から助成件数は横ばいです。一定のニーズが
あることから、引き続き事業を継続していきます。

こども育成課

24 産後ケア事業

心身ともに不安定になりやすい出産後の一定期間
に支援を必要とする母子に対して、助産師等の専
門職が居宅を訪問又は医療機関にて育児に関する
支援を行います。

利用件数
Ｒ７　 365件
Ｒ８　 367件
Ｒ９　 368件
Ｒ10　368件

 Ｒ11　369件

利用件数
R７　 475件
　（訪問106件・通所宿泊型）

R7　A

助産師が居宅に訪問したり、受託医療機関への通所
や宿泊にて、支援を必要とする母親及び乳児に対し
心身のケア、育児のサポート等を実施しました。特
に、宿泊型は令和６年度秋から開始しましたが、認
知度向上により利用件数が大幅に増加しました。

こども育成課

25
産婦健康診査
事業

出産後間もない産婦に係る母体の健康機能の回
復、授乳状況及び精神状態の把握等を行うための
産婦健康診査に係る費用の一部を助成すること
で、受診を促進し、産後うつの予防、新生児に対
する虐待予防等を図ります。

受診件数（延べ人数）
Ｒ７　 1,442件
Ｒ８　 1,445件
Ｒ９　 1,448件
Ｒ10　1,452件

   Ｒ11　1,452件

受診件数（延べ人数）
Ｒ 7   1,583名

Ｒ7　Ａ

産婦健康診査の結果及び産婦健康診査とともに実施
する「エジンバラ産後うつ病質問票」の結果を通し
て、高得点の方への事後フォローなど、産婦のサ
ポートを実施しました。必要に応じて、同じ助産師
による訪問型産後ケアに繋げるなど、切れ目のない
きめ細かな支援を行いました。

こども育成課

26
妊婦のための
支援給付金

妊婦であることの認定後に5万円を支給します。そ
の後、妊娠しているこどもの人数の届出後に妊娠
しているこどもの人数×５万円を支給します。妊
娠等包括相談支援事業等の支援を組み合わせて行
うことにより、総合的な支援を行います。

支給件数（延べ人数）
Ｒ７　2,400件
Ｒ８　2,400件
Ｒ９　 2,400件
Ｒ10　2,400件
Ｒ11　2,400件

受診件数（延べ人数）
Ｒ 7   1,913件

Ｒ7　B

給付金の受取り方法について、口座振込に加え、令
和７年10月１日よりセブン銀行ATMでの受取り方法
を追加しました。受取方法の選択が可能になったこ
とで、妊婦のご事情にあわせて、より負担の軽減さ
れる方法を選択いただけるようになりました。

こども育成課

Ⅱ　【健やかえびな】こどもを健やかに産み育てられる切れ目のない支援の充実

（１）妊娠・出産に関する支援事業の充実
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実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

27
妊婦等包括相
談支援事業

妊婦及びその配偶者等に対して面談等により情報
提供や相談等を行います。妊婦のための支援給付
と組み合わせて行うことにより、総合的な支援を
行います。

面談・訪問件数（延べ件
数）
Ｒ７　 2,144件
Ｒ８　 2,252件
Ｒ９　 2,256件
Ｒ10　2,260件

   Ｒ11　2,264件

面談・訪問件数（延べ件数）
R７　2,053件

Ｒ7　B

妊娠届出での面接と、妊娠８か月アンケートから電
話や訪問、来所面談を実施し切れ目ない支援を行い
ました。妊娠８か月アンケートはLINE申請に移行し
たところ、回答率が増加（約8割）しました。

こども育成課

28
乳幼児健康診
査

こどもの健やかな成長を願って、4か月児、8か月
児、1歳6か月児（内科・歯科）、2歳児歯科、3歳6
か月児（内科・歯科）の健康診査を行います。8か
月児健康診査、1歳6か月児健康診査（内科・歯
科）は、委託医療機関にて個別で実施します。

各健診の受診率
①＝４か月児健診
②＝８か月児健診
③＝１歳６か月児健診
④＝２歳児健診
⑤＝３歳６か月児健診
Ｒ７
①100％②100％
③100％④100％⑤100％
Ｒ８
①100％②100％
③100％④100％⑤100％
Ｒ９
①100％②100％③100％④
100％⑤100％
Ｒ10
①100％②100％③100％④
100％⑤100％
Ｒ11
①100％②100％③100％④
100％⑤100％

各健診の受診率
①＝４か月児健診 99.5%
②＝８か月児健診 95.5％
③＝１歳６か月児健診 内科
93.4%
      歯科80.6％
④＝２歳児健診  84.4%
⑤＝３歳６か月児健診 内科
97.5%
　

Ｒ7　Ｂ

子どもの健やかな発育を診るために、4か月児、2歳
児歯科、3歳6か月児（内科・歯科）の健康診査を集
団で、8か月児、1歳6か月児（内科・歯科）の健康
診査は、委託医療機関にて個別で実施しました。

こども育成課

29 家庭訪問

助産師や保健師、栄養士が乳幼児のいる家庭を訪
問し、妊産婦及び乳幼児の健康、育児や母乳につ
いての相談、育児の悩み、こどもの発達について
の相談を聞き、必要な支援や情報提供を行いま
す。

訪問件数
Ｒ７　 3,031件
Ｒ８　 3,042件
Ｒ９　 3,053件
Ｒ10　3,053件
Ｒ11　3,065件

訪問件数（延べ件数）
R7　3,004件

Ｒ7　B
多重問題を抱えているケースには、保健師と栄養
士、助産師と保健師など多職種と訪問を実施しまし
た。

こども育成課

30 育児相談

同年齢のこどもを持つ親同士が共通の話題や情報
交換などをしながら交流できる年齢別サロンにお
いて、保健師や栄養士、歯科衛生士などの専門職
がこどもの発達や育児に関する悩みなどの相談に
応じます。

利用者数（延べ人数）
Ｒ７　 1,568人
Ｒ８　 1,570人
Ｒ９　 1,580人
Ｒ10　1,584人

 Ｒ11　1,588人

利用者数（延べ人数）
R7　1,520人

R7　Ｂ

1か月～5か月児、6か月～11か月児、1歳児、2歳以
上児の年齢別で、毎月１回開催している月齢ごとの
育児相談では、育児に関する悩みや相談等に寄り添
えるよう、助産師・保健師・栄養士等を配置しまし
た。

子育て相談課

31
親と子の相談
支援事業

こどもの発達（言葉、動作）、子育ての不安や悩
み、気になるくせなどの様々な相談をする場所と
して、親と子の相談支援事業を実施します。公認
心理師、理学療法士、言語聴覚士、作業療法士の
専門の相談員が相談に応じます。

相談件数
Ｒ７　 870件
Ｒ８　870件
Ｒ９　870件
Ｒ10　870件
Ｒ11　870件

相談件数
R7　774件 R7　B

公認心理師、理学療法士、言語聴覚士、作業療法士
の専門の相談員が、子どもの発達、子育ての不安や
悩み等の様々な相談に応じました。

こども育成課

32
健康診査事後
指導事業

心身の発達が気になるこどもや育児不安がある親
子に対し、より良い親子関係を育み、幼児の健や
かな発達を促すため、乳幼児健康診査の事後指導
を実施します。保健師、保育士、公認心理師、栄
養士が従事しています。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
R7　 事業継続

R７　B

親子で小集団の遊びを体験し、遊びを通して対象児
の成長を支えながら保護者が児との関わり方などを
学ぶ場としての教室を概ね計画に沿って実施しまし
た。また、事前事後アンケートや次の方針を明確に
し、各対象児の状況をアセスメントし、保護者の困
り感や受け取りを把握し各専門職と連携し継続的な
支援、相談を行いました。

こども育成課

33
乳幼児予防接
種

予防接種法に基づく「定期接種」のワクチンを、
各委託医療機関で無料接種することができます。
また、予防接種スケジュールの自動作成などの機
能が付いた携帯アプリ「母子モ」を活用します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　事業継続

Ｒ7　Ｂ

HPVワクチンのキャッチアップ接種の経過措置が令
和7年度末で終了となることから、対象者のうち未
接種である方に対し接種勧奨通知を送付しました。
また、MRワクチンについても一部の対象者について
定期接種期間が延長される措置がとられることに
なったため、対象となる方や委託医療機関に周知し
ました。

こども育成課

34 離乳食講座

乳児の発育や発達に合わせ、離乳食を始めるタイ
ミングや量、大人の料理からの取り分け方などを
学べる場を提供します。また、講座の後半では栄
養士を囲んでの質問タイムや親同士の情報交換を
実施します。

利用者数（延べ人数）
Ｒ７　356人
Ｒ８　357人
Ｒ９　359人
Ｒ10　360人

   Ｒ11　361人

利用者数（延べ人数）
R7　366人

R7　A

毎月２回、２回食の離乳食講座と、各月２回、３回
食の離乳食講座を開催し、講座の最後には、質問の
時間を設け、グループで栄養士が保護者の疑問に回
答することで、保護者同士の交流も図ることができ
ました。

子育て相談課

（２）こども・若者の健康確保の促進
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実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

35
むし歯予防講
座

おおむね１歳前後の乳幼児と保護者を対象に、仕
上げみがきの方法やむし歯になりにくい食事習
慣、生活習慣を歯科衛生士と栄養士から学べる場
を提供します。

利用者数（延べ人数）
Ｒ７　 146人
Ｒ８　 146人
Ｒ９　 147人
Ｒ10　147人

 Ｒ11　147人

利用者数（延べ人数）
R7　137人

Ｒ７　Ｂ

各月１回、講座を開催しました。歯科衛生士が、一
人ひとりに仕上げ磨きのコツをお伝えすることで、
保護者の仕上げ磨きに対する疑問や不安感を払拭す
る機会を作りました。

子育て相談課

36
子ども医療費
助成事業

０歳から満18歳に達した日以後最初の３月31日ま
での市内在住のこどもが、ケガや病気などで医療
機関にかかったときの医療費を助成します。所得
制限はありません。

対象者数
Ｒ７　 20,500人
Ｒ８　 20,500人
Ｒ９　 20,500人
Ｒ10　20,500人
Ｒ11　20,500人

対象者数

Ｒ７　20,642名
Ｒ７　A

所得制限を設けず、市内在住の０歳から満18歳に達
した日以後最初の３月31日までの子どもに対して通
院・入院の医療費助成を行うことで、子どもの健や
かな成長を支援しました。子育て家庭の経済的負担
を軽減し、子どもたちが安心して必要な医療を受け
られるよう、事業を実施しました。

国保医療課

37
児童運動能力
測定

児童の体力・運動能力の向上を目的に、児童の運
動能力測定を実施し、今後の運動能力向上につい
ての意識づけとしてもらいます。

参加者数
Ｒ７　 500人
Ｒ８　 500人
Ｒ９　 500人
Ｒ10　500人

 Ｒ11　500人

Ｒ７　約300人（運動能力測定
のみ）

Ｒ７　Ｂ

同日開催の「えびな玉入れ選手権大会」が第20回を
迎えることに伴い、例年と比較して運営時間が短縮
となりましたが、小体育室から大体育室と広い会場
へ移行したことにより、参加者が全力を出すことが
できる等の児童の体力・運動能力に努めました。

文化スポーツ課

38
新生児聴覚検
査事業

新生児等の聴覚障がいの早期発見及び早期療育を
図るための新生児聴覚検査に係る費用の一部を助
成することで、受検を促進し、経済的負担の軽減
を図ります。

受検人数（延べ人数）
Ｒ７　 536人
Ｒ８　 538人
Ｒ９　 540人
Ｒ10　540人

 Ｒ11　542人

受診件数（延べ人数）
Ｒ 7   745名 Ｒ7　Ａ

新生児聴覚検査の結果を通して、再検査（リ
ファー）になった方への事後フォローなど、聴覚障
がいの早期発見及び早期療育を図るためのサポート
に繋げました。

こども育成課

39
子育て・子育
ち応援事業

海老名市に住んでいただいていることへの感謝
と、こどもが成長している喜びを伝えるため、出
生児と各乳幼児集団健診受診対象者へ紙オムツや
衛生用品などのお祝い品を贈呈します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　事業継続

R７　B

令和６年度に引き続き、出生児と各乳幼児集団健診
受診者を対象に、紙オムツや衛生用品、玩具などの
お祝い品を贈呈しました。（R7支給者数　4,126
人）

こども育成課

40
教材費支援事
業

小・中学校に通学する児童・生徒の保護者の経済
的負担を軽減するため、全児童・生徒を対象に教
材費を無償化します。

対象人員
Ｒ７　 10,908人
Ｒ８　 10,974人
Ｒ９　 11,033人
Ｒ10 　11,091人

 Ｒ11　 11,093人

Ｒ７　 10,732人

※市内小中学校に通う児童生徒
の総数＋補助金申請者数を足し
た数

Ｒ７　Ａ

市内小・中学校に通う児童・生徒に対し、教材費を
無償としました。また、私立等市外の小・中学校に
通う児童・生徒に対しては、補助金を交付し、教材
費を補助しました。
上記について、市ホームページで周知しています。
（私立等の児童生徒については、案内も郵送）

就学支援課

41
修学旅行保護
者負担軽減補
助金交付事業

海老名市立小・中学校が実施する修学旅行に参加
する、海老名市在住の小学校６年生の児童の保護
者及び中学３年生の生徒の保護者に対し、小学校
６年生の参加児童一人あたり上限10,000円、中学
校３年生の参加生徒一人あたり上限15,000円を交
付します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　事業継続 Ｒ7　Ｂ

市内在住の小学校６年生児童及び中学校３年生の生
徒の保護者に対し、修学旅行保護者負担軽減補助金
を交付しました。
R7対象人員　2,265名
※小学校：1,188名　11,872,730円
　中学校：1,077名　15,503,086円

教育支援課

（３）子育て世帯への経済的支援の充実
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

42
子育て情報発
信事業

妊娠中の方から就学前児童のいる世帯までの全世
帯に、子育てガイドブック「えびな健康だより
SUKUSUKU」を配布します。携帯アプリ「母子モ」
を通じて子育てに関する情報を発信し、子育てに
関する行政情報等を積極的に発信し、周知を図り
ます。

子育てガイドブックの配布
部数
Ｒ７　 9,000部
Ｒ８　 9,000部
Ｒ９　 9,000部
Ｒ10　9,000部
Ｒ11　9,000部

子育てガイドブックの配布部数
R7　8,500部

R７　B

「子育てガイドブック」を未就学児全世帯に配布
し、転入世帯や妊娠・出生届提出世帯へも窓口配布
しました。
また、「母子モ」を通じて子育てに関する情報や、
市のイベント情報を発信しました。

こども育成課

43
子育て支援セ
ンター

子育て中の親の孤独感や負担感の増大等に対応す
るため、様々なサロンや育児に関する講座、季節
に合わせたイベントなどを通して、親子の交流促
進や子育てに関する相談支援、各地域に関する情
報提供などを実施します。

利用者数（延べ人数）
Ｒ７ 　30,296人
Ｒ８ 　30,340人
Ｒ９　 30,527人
Ｒ10　 30,606人
Ｒ11　 30,686人

利用者数（延べ人数）
R7   33,246人

R7　A

子育て支援センターでは、お子さんの年齢に関係な
く広いスペースで親子がのびのび遊べる「すくすく
広場」や、カーペット敷のお部屋で小さいお子さん
も安心して遊ぶ事がでる「おやこプレイルーム」の
ほか、年齢別サロンや育児相談、育児に役立つ講座
や保護者のリフレッシュ、親子の絆を深める講座を
開催しました。また、毎年「すくすく祭り」を地域
版子育て支援センターと一緒に開催しています。
市内１６カ所のコミセン等で移動サロンや０歳児を
対象にビナガーデンズパーチで赤ちゃんサロンを実
施しました。

子育て相談課

44
地域版子育て
支援センター

市立子育て支援センターから遠距離の地区にお住
まいで、なかなか来所できない親子のために、よ
り身近で地域に根差した地域版子育て支援セン
ター「はぐはぐ広場」を開設しています。民間事
業者のアイデアやノウハウを取り入れ、特色ある
ものとするため、事業運営を委託しています。

利用者数（延べ人数）
Ｒ７ 　13,188人
Ｒ８　 13,207人
Ｒ９　 13,288人
Ｒ10　 13,323人

 Ｒ11　 13,358人

利用者数（延べ人数）
R7　18,463人

R7　A

身近な地域の子育て支援拠点として、地域版子育て
支援センター「はぐはぐ広場」を設置しています。
市内の東部、南部、北部の３か所にあり、市が委託
した社会福祉法人等がイベントや講座などの特色あ
る運営をしています。
令和８年４月からは、西部に新しい「はぐはぐ広
場」を設置するため、３月にららぽーと海老名で、
「はぐはぐ広場」の周知とワークショップのイベン
トを開催しました。

子育て相談課

45
こども家庭相
談室

子育ての不安、イライラしてこどもにあたってし
まう等の子育ての悩みについて相談員が相談を受
けつけます。

相談（電話・来庁）件数
Ｒ７ 　1,668件
Ｒ８　 1,671件
Ｒ９　 1,681件
Ｒ10　1,686件

 Ｒ11　1,690件 

相談（電話・来庁）件数

Ｒ７　2,331件
Ｒ７　Ａ

　相談員は、正規職員のほか、会計年度任用職員４
名の相談員(臨床心理士、保健師、看護師、社会福
祉主事、教員・保育士免許等の有資格者）が、育児
困難感や保護者の体調等の相談の対応をしていま
す。
　継続的に支援が必要な方については、定期的に家
庭訪問をして支援をおこなっています。

子育て相談課

46
小学校スポー
ツ大会の実施

こどものスポーツに対する興味、自己記録への関
心、意欲の向上を図るための小学校連合運動会を
開催します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　事業継続 Ｒ７　Ｂ

安全に実施できるように種目の精査や競技内容を改
良し、小学校連合運動会を実施しました。また、イ
ンクルーシブの観点から、Ｒ６年度より、交流種目
において男女混合の実施とし、ＬＧＢＴＱ＋の子ど
もへ配慮する体制を整えました。（R7対象　1,225
名（市内小学６年生）

教育支援課

47

海老名市・白
石市・登別市
少年少女ス
ポーツ交流事
業

海老名市の姉妹都市である白石市を訪問し、歴史
や文化を学び、スポーツを通じて仲間との協調
性、自主性を養うことを目的として、毎年違う種
目でのスポーツ交流を行います。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　事業継続

Ｒ７   B

登別市と海老名市の姉妹都市提携10周年を記念した
姉妹都市少年スポーツ交流を白石市を含めた３市で
開催した。
３市合わせて115名（海老名市：57人、登別市：11
人、登別市市民団：35人、白石市：12人）が参加し
ました。

文化スポーツ課

48
ユース・ぷ
らっとフォー
ム事業

高校生や大学生の年代の方を中心に自分たちがや
りたいことの探究活動の場を提供します。海老名
の良さを伝え、人とつながるイベントを企画する
ことや、地域や学校で活動するボランティア等に
参加することで、自身がさらに次の世代のメン
ターとなるための活動を支援することを目的とし
ます。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　 B

前年よりイベントを１回増やし、検討や準備のため
の「ぷらっとカフェ」も、回数を増やして開催しま
した。イベントには新たなメンバーも加わり、参加
するこどもとの交流だけでなく、同世代との交流も
楽しむ様子が見受けられました。海老名を知っても
らうための企画が、若者自身が海老名を知るきっか
けにもなり、有意義な経験であったと感じます。

学び支援課

（４）相談支援・情報発信の推進

（１）多様な遊びや体験、居場所づくりの推進

Ⅲ　【きらめきえびな】こども・若者の可能性を広げる機会の充実
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

49 二十歳の祝典

20歳の新しい門出を祝福し、社会人としての自覚
を高めるために、毎年、成人の日に式典を実施し
ます。対象者の中から有志で実行委員会を設け、
式典の企画・運営を行います。

式典への参加率
Ｒ７　 77％
Ｒ８　 77％
Ｒ９　 77％
Ｒ10　77％
Ｒ11　77％

参加率　76％ Ｒ７　 B

対象者数の増加により１部制ではホールの収容人数
を超えてしまう恐れがあるため、令和７年度も２部
制での実施としました。対象人数は1,317名、参加
人数は1,000名、実行委員数は12名でした。実行委
員による企画イベントは、抽選会や当時の先生から
のメッセージ掲示、カーネーションの配布などを行
い、実行委員と出席者が共に楽しんでいる様子が伺
えました。

学び支援課

50
こどもセン
ター連携会議

こどものライフステージに合わせた切れ目のない
支援を実現させるため、福祉と教育を縦割りとし
ない、こどもセンター連携会議等を通じて連携体
制の充実を図ります。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R７　B

妊娠出産期から青少年期までの一貫した子育て支援
を総合的に取り組むため、えびなこどもセンター内
各課が集まり、必要な情報の共有と連携を図りまし
た。（R7は３回開催）

こども育成課

51
自殺予防教育
の導入

問題行動の未然防止を含めた児童・生徒の健全育
成のために、研修体制を充実させます。教職員向
け研修の中で自殺問題及び支援先に関する情報を
提供することにより、こどもの自殺リスクに直面
した際の対応と支援について、理解を深めます。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　Ｂ

学期ごとの学校生活アンケート（小学校）・教育相
談アンケート（中学校）を通じて、心の健康状態の
把握につとめ、個々の状況に応じた支援や組織的な
対応に努めました。また、国からの児童生徒向け自
殺予防のチラシ配付や、教職員向けの長期休業明け
の児童生徒へのかかわり方の周知等を行いました。

教育支援課

52
海老名市DV・
女性相談

生活上の女性の諸問題について助言を行い、適切
な支援へつなぎます。また、女性に対するパート
ナー等からの暴力被害の相談を受けて支援を行い
自立の促進を図ります。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　Ｂ

DV被害者を迅速かつ適切に支援するため、相談等を
実施しました。
今後も支援措置や相談対応、要保護性や緊急性のあ
る相談者の安全を確保する支援など一連の支援の流
れを切れ目なく展開する必要性があり、関係機関と
の連携をより密に行う必要があると考えます。
実績件数はDV相談281件
女性相談276件
一時保護件数２件２名

市民相談課

53
社会を明るく
する運動

犯罪や非行のない安全・安心な地域社会を築くた
め、犯罪や非行の防止と罪を犯した人たちの更生
について理解を深め、立ち直りを支えられる地域
づくりを推進します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　A

海老名駅自由通路で行った街頭啓発キャンペーンや
市民まつり等により、様々な年代の方に広報・啓発
活動を行いました。
街頭啓発キャンペーン物品配布
1,520人分
その他・市民祭りで配布

福祉政策課

54
ひきこもり相
談支援事業

ひきこもり等、社会的困窮者（20歳～）が抱える
悩みに対し相談支援（アウトリーチ支援含む）や
当事者のための居場所づくりなどを行うことで、
社会及び当事者同士のつながりをつくる環境を醸
成します。

①＝居場所の開催回数
②＝講座・講演会等の開催
回数
Ｒ７　  ①4回　②1回
Ｒ８　  ①4回　②1回
Ｒ９　  ①5回　②2回
Ｒ10　 ①5回　②2回
Ｒ11　 ①5回　②2回

①＝居場所の開催回数
②＝講座・講演会等の開催回数

R7年度実施状況
①4回実施
②2回実施

Ｒ７　Ａ

・当事者の居場所
４回開催することができました。延べ参加人数は約
30名で、参加者アンケートから安心できる居場所で
あるとの声をいただきました。

・講演会
２回実施しました。２回合わせて約200名の参加が
あり、充実した講演会だったとの感想をいただきま
した。

生活支援課

55
海老名市奨学
生

経済的理由により、学校教育法に規定する高等学
校、中等教育学校の後期課程、高等専修学校（第
３学年まで）、高等専門学校（第３学年まで）へ
の修学などが困難な方に奨学金を給付し、未来の
夢や目標の実現を支援します。

対象人員
Ｒ７　 70 人
Ｒ８　 70 人
Ｒ９　 70 人
Ｒ10　70 人
Ｒ11　70 人

Ｒ７　 70 人 Ｒ７　Ａ

広報えびなや市ホームページで事業の周知を行いま
した。
当初の締め切り時点で上限に達しなかったため、近
隣の県立・私立高等学校へ追加募集の案内を送付し
ました。
応募要件を満たす申請者全員と面接を行い、奨学生
選考委員会に諮問し、対象者を決定しました。

就学支援課

（３）将来に希望を持って生きるための支援の充実

（２）健やかな心身の育成支援の充実
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

56
児童発達支援
事業

就学前児童を対象に日常生活における基本的な動
作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓
練等を行います。

①＝利用日数（延べ日数）
②＝利用人数（延べ人数）
Ｒ７　 ①1,620日②270人
Ｒ８　 ①1,680日②280人
Ｒ９　 ①1,740日②290人
Ｒ10　①1,800日②300人

 Ｒ11　①1,866日②311人

Ｒ７
①2,159日（実日数）
②300人（実人数）

R7　A

未就学児を対象に、本人の心身の状況を踏まえ、本
人の発達のために適切な療育（日常生活における基
本的な動作の指導、知能技術の付与、集団生活適応
訓練等）を受けることができるよう、療育を必要と
する児童に対し、適正量の支給決定を行いました。

障がい福祉課

57
保育所等訪問
支援事業

保育所、幼稚園、小・中学校、特別支援学校等に
在籍する障がい児が、他の児童と集団生活に適応
できるよう当該施設を訪問し、専門的な支援を行
います。

①＝利用日数（延べ日数）
②＝利用人数（延べ人数）
Ｒ７　 ①30日②30人
Ｒ８　 ①35日②35人
Ｒ９　 ①40日②40人
Ｒ10　①45日②45人
Ｒ11　①50日②50人

Ｒ７
①40日（実日数）
②31人（実人数）

R7　A

保育園、幼稚園、小・中学校・特別支援学校等に在
籍する対象児が、他の児童との集団生活に適応でき
るよう、必要な支援や環境整備を行うためのサービ
スであり、必要とする児童に適正量の支給決定を行
いました。

障がい福祉課

58
医療的ケア児
支援事業

医療的ケア児の支援に向け、対応の入り口となる
相談支援の充実など、保健・医療・教育・福祉等
が連携した協議の場の仕組みづくりや、障がい児
の成長に応じた支援の充実に取り組みます。

①＝医療的ケア児支援協議
会実施回数
②＝医療的ケア児支援コー
ディネーター配置人数
③＝医療的ケア児への相談
支援事業委託
Ｒ７　 ①3回②3人③1か所
Ｒ８　 ①3回②3人③1か所
Ｒ９　 ①3回②4人③1か所
Ｒ10　①3回②4人③1か所
Ｒ11　①3回②5人③1か所

Ｒ７
①2回
②1人
③１か所

R7　B

医療的ケア児の支援に向け、保健・医療・教育・福
祉等が連携した協議会を年2回開催し、医療的ケア
児支援ガイドブックの改定や、課題管理表の進行管
理に取り組みました。

障がい福祉課

59
放課後等デイ
サービス事業

就学児童を対象に生活能力の向上のために必要な
訓練や社会との交流促進を図ります。放課後又は
長期休暇中に提供します。

①＝利用日数（延べ日数）
②＝利用人数（延べ人数）
Ｒ７　 ①3,784日②473人
Ｒ８　 ①3,944日②493人
Ｒ９　 ①4,096日②512人
Ｒ10　①4,264日②533人

     Ｒ11　①4,424日②553人
    

Ｒ７
①4,968日（実日数）
②561人（実人数）

R7　A

市内在住の療育が必要な就学児童対象に、生活能力
の向上のために必要な訓練や社会との交流促進を図
ることで、児童の特性に合わせた発達支援を行いま
した。

障がい福祉課

60
就学前後の相
談支援事業

児童の教育的ニーズや状態、保護者の意見、教育
学・医学・心理学等専門的見地からの意見、学校
や地域の状況等を踏まえた総合的な観点等から、
小学校入学後の支援について相談に応じます。ま
た、入学後も支援については見直し・検討しま
す。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　Ｂ

就学相談・面談により子どもの状況を把握（アセス
メントの実施）し、結果報告・就学先の確認・小学
校見学会・就学時健康診断（教育相談の実施）を行
い、学校へ必要な支援情報をフィードバックしまし
た。（R7実績＿287件）

教育支援課

61
障がい児支援
施設機能強化
事業

「わかば学園」で行う児童発達支援センター機能
をさらに強化し、地域の中核的な療育施設として
展開します。

障がい児支援施設機能強化
事業
Ｒ７　 設備等検討／設計
Ｒ８　 設計・再整備
Ｒ９　 再整備・共用開始
Ｒ10　充実
Ｒ11　充実

Ｒ７
わかば会館の内装等改修工事に
向けた設計業務を委託し、完了

R7　A

海老名市立わかば会館を単なる療育だけでなく、多
角的な支援を行うことで、施設全体をこども支援に
特化した体制を整えた「こどもを中心とした施設
（児童の拠点施設）」へ再編成し、より切れ目のな
い支援が提供できるよう協議・検討を行いました。

障がい福祉課

62
障がい児相談
支援事業

発達に課題のある児童が児童通所支援等のサービ
スを利用するにあたり、専門的かつ的確な療育支
援を受けられるようサービス利用計画書の作成を
行います。一定期間ごとにサービス提供体制につ
いて検証を行い、必要に応じて計画の再作成を行
います。

利用人数
Ｒ７　 50人
Ｒ８　 51人
Ｒ９    52人
Ｒ10　53人
Ｒ11　54人

Ｒ７　47人 R7　B

発達に課題のある児童が、児童通所支援等のサービ
スを利用するにあたり、専門的かつ的確な療育支援
を受けられるようサービス利用計画書の作成を行い
ました。

障がい福祉課

63
義務教育特別
支援教育事業

教育的な支援を必要とする児童・生徒に、その発
達の特性や状態に応じた多様な教育の場を提供し
ます。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続 Ｒ７　Ｂ

通級指導教室のニーズは増加しており、令和７年度
に大谷小学校、今泉小学校、杉本小学校、柏ケ谷中
学校に情緒通級（自立型）を設置しました。今後も
計画的に通級指導教室を開設していきます。
※ことばの教室・そだちの教室・じりつの教室
Ｒ７　175名・175名・75名

教育支援課

Ⅳ　【つながりえびな】支援が必要なこども・若者や家庭を支える環境づくり

（１）障がいのあるこども・若者と親の安定した生活の支援の充実
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

64
中高生デイ
サービス事業

障がいがある中高生に対し、自立支援、余暇支援
を目的とした療育支援を行い、社会に巣立つ準備
期間である大切な時期にきめ細やかな活動の場を
提供します。

中高生デイサービス補助事
業所数
Ｒ７　 1事業所
Ｒ８　 1事業所
Ｒ９　 1事業所
Ｒ10　1事業所
Ｒ11　1事業所

Ｒ７　1事業所 R7　A

障がいがある中高生に対し、自立支援、余暇支援を
目的とした療育支援を行い、社会に巣立つ準備期間
である大切な時期にきめ細やかな活動の場を提供を
行いました。

障がい福祉課

65

軽度・中等度
難聴児補聴器
購入等補助事
業

身体障害者手帳の交付対象とならないため、補装
具費支給の対象とならない軽度・中等度難聴児に
対し、補装具費に準じて補聴器購入費の補助を行
います。（所得制限あり）

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　A

身体障害者手帳の交付対象とならないために補装具
費支給の対象とならない軽度・中等度難聴児３名に
対し、補装具費に準じて補装具購入費の補助を行い
ました。

障がい福祉課

66
えびなっこサ
ポートファイ
ル普及事業

「えびなっこサポートファイル」とは、一貫した
教育や福祉的な支援を受けられるよう、保護者が
児童の成育歴を記録するファイルです。ライフス
テージに沿った、切れ目のない教育・福祉サービ
スを受けることができるよう、「えびなっこサ
ポートファイル」の普及を進めます。

えびなっこサポートファイ
ル配布場所数
Ｒ７　  2か所
Ｒ８　  2か所
Ｒ９　  2か所
Ｒ10　 2か所
Ｒ11　 2か所

Ｒ７　2か所 R7　A

療育の申請時に細やかな配慮や理解が必要なお子さ
んの成長や教育、支援の記録する「えびなっこサ
ポートファイル」の配布し、支援を途切れることな
く受けられよう取り組みました。

障がい福祉課

67
出張療育相談
事業

市内幼稚園、保育所からの要請により、臨床心理
士等の専門家を派遣し、保育士及び幼稚園教諭が
発達に心配のある児童に適切な対応ができるよう
に適切な療育のための指導・助言を行います。わ
かば学園に委託して実施します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　A

市内在住の発達に心配のある児童が適切な保育等を
受けられるよう、療育の支援員を幼稚園や保育園な
どに派遣し、
集団生活に適応のための助言・支援を行いました。
（R7実績＿355名）

障がい福祉課

68
障がい児通学
支援事業

移動支援事業により給付条件に合致する児童（対
象児は要綱に定めあり）に対し、通学支援加算を
支給決定します。（障がい福祉課）
登校班や自立通学が困難な障がい児の通学を支援
します。支援級に在籍する肢体に障がいがある児
童の通学支援として徒歩以外での通学が必要と認
められる児童に対し、1回あたり500円（500円未満
の場合は実費）を限度に補助を行います。（教育
支援課）

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　A

障がい特性により自立通学が困難な障がい児が通学
を行うことができるよう、訓練としての一時的な支
援を行うためのサービスであり、必要とする児童に
適正量の支給決定を行いました。（R7実績＿２名）

障がい福祉課

資料1-2　　10



こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

69
ひとり親家庭
等家賃助成

ひとり親家庭等に対して、住宅の家賃の一部を助
成することにより生活の安定と自立を支援し、ひ
とり親家庭等の福祉の増進を図ります。

対象者数
Ｒ７　  270人
Ｒ８　  270人
Ｒ９　  270人
Ｒ10　 270人
Ｒ11　 270人

対象者数
Ｒ７　227名 R７　B

支給額を月額5,000円から7,000円に増額し、年３回
（５月、９月、１月）支給しました。
また、児童扶養手当受給者へチラシを配布し制度の
周知を図りました。

こども育成課

70
教育訓練給付
金

ひとり親家庭の親に対して、資格取得に係る講座
費用の一部を助成し、主体的な能力開発を支援す
ることにより、自立の促進を図ります。

支給対象者数
Ｒ７　  6人
Ｒ８　  6人
Ｒ９　  6人
Ｒ10　  6人
Ｒ11　  6人

支給対象者数
Ｒ７　４名

R７　B

ひとり親家庭の親のスキルアップを支援するため、
社会福祉士・建築CAD等の受講費用の一部を助成し
ました。
また、児童扶養手当受給者へ事業のチラシを配布し
周知を図りました。

こども育成課

71
高等職業訓練
促進給付金

ひとり親家庭の親に対して、高等職業訓練促進給
付金を一定期間支給し、生活費の負担を軽減する
ことで、就職に有利で生活の安定に資する資格の
取得を促進します。

支給対象者数
Ｒ７　  8人
Ｒ８　  8人
Ｒ９　  8人
Ｒ10　  8人
Ｒ11　  8人

支給対象者数

Ｒ７　11名
R７　B

ひとり親家庭の生活の安定をサポートするため、介
護福祉士・保育士・社会福祉士等の資格取得のため
養成機関で修業するひとり親家庭の親へ給付金を支
給しました。
また、児童扶養手当受給者へ事業のチラシを配布し
周知を図りました。

こども育成課

72
高等学校卒業
程度認定試験
合格支援制度

ひとり親家庭の親及びそのこども（20歳未満）に
対して、高等学校卒業程度認定試験合格のための
講座費用の一部を助成することにより、より良い
条件での就職につなぎ、自立や生活の安定を図り
ます。

支給対象者数
Ｒ７　  1人
Ｒ８　  1人
Ｒ９　  1人
Ｒ10　  1人
Ｒ11　  1人

支給対象者数

Ｒ７　0名 R7　B
児童扶養手当受給者ヘチラシを配布し事業の周知を
図りましたが、申請はありませんでした。

こども育成課

73
母子・父子自
立支援員によ
る相談事業

母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき、ひとり
親家庭等に対して、母子・父子自立支援員が生活
の安定と向上のために、県福祉資金の貸付・こど
もの養育・就業のことなど、自立を促すための相
談に応じます。また、ひとり親のためのサポート
ブックを発行し、必要な助成や手当等の情報を提
供します。

相談件数
Ｒ７　   3,500件
Ｒ８　   3,500件
Ｒ９　   3,500件
Ｒ10　  3,500件
Ｒ11　  3,500件

相談件数
R７　3,353件

R７　B

母子父子自立支援員を２名配置し、離婚前相談をは
じめ、ひとり親の就労・資格取得、こどもの進学な
ど様々な相談に対応しました。また、ひとり親のた
めのさまざまな制度や相談機関などを掲載した「サ
ポートブック」を発行し、相談者に対する情報提供
を行いました。

こども育成課

74
養育支援訪問
事業

児童虐待の予防のため平成24年度から開始してい
ます。育児支援が必要な家庭に保健師等が定期的
に訪問して、こどもへの育児状況等を把握し、こ
どもの保護者に合った支援を検討及び実施しま
す。

支援件数
Ｒ７　  24件
Ｒ８　  24件
Ｒ９　  24件
Ｒ10　 24件
Ｒ11　 24件

支援件数

Ｒ７　4件
Ｒ７  Ｃ

　１件（育児不安の強い母）の家庭に計４回の支援
訪問を実施しました。
　導入及び終了については、こども育成課母子保健
担当と毎月実施している「養育支援訪問事業打合
せ」にて導入(予定)家庭の保護者の状況、支援内容
(主に母の体調確認及び育児支援)の検討を行い決定
しています。支援の終了時は、母の心身の安定、児
の発育状況の確認のほか、保育園入所（一時保育含
む）などにより終了しています。
　なお、支援終了後も母子保健担当保健師と連携し
定期的な訪問を必要な期間実施しています。

子育て相談課

75
虐待防止の相
談及び啓発活
動

親又は親に代わる保護者によるこどもへの身体
的、精神的等の虐待は、こどもの心身の成長、人
格の形成に重大な影響を与えます。こどもの人権
侵害にあたる児童虐待を早期に防ぐため、相談員
２名を配置し、こどもの相談窓口の充実を図りま
す。

相談（電話・来庁）件数
Ｒ７　 1,668件
Ｒ８　 1,671件
Ｒ９　 1,681件
Ｒ10　1,686件
Ｒ11　1,690件

相談（電話・来庁）件数

Ｒ７　2,331件
Ｒ７　Ａ

　相談員は、正規職員のほか、会計年度任用職員４
名の相談員(臨床心理士、保健師、看護師、社会福
祉主事、教員・保育士免許等の有資格者）が、育児
困難感や保護者の体調等の相談の対応をしていま
す。
　継続的に支援が必要な方については、定期的に家
庭訪問をして支援をおこなっています。
　虐待防止啓発事業として11月の児童虐待防止推進
月間には、市民まつりにてパネル展の開催、学童や
放課後等デイサービス事業所、小学校、中学校など
計11校へ「虐待対応・通告について」出前講座を実
施しました。

子育て相談課

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

（３）虐待を防止する取組の推進
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

76
教育支援セン
ター（えび
りーぶ）

不登校や学校生活に関すること、発達や障がいに
関すること、就学に関すること等について、電話
相談や来所相談を行います。また、小・中学校に
スクールカウンセラーやスクールソーシャルワー
カーを派遣します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　Ｂ

教育相談のニーズは年々高まっており、対応するた
めに他職種との連携、研修会の充実、職員間の情報
共有を積極的に行いました。
小学校のスクールカウンセラーの派遣について、年
間40回程度実施しましたが、必要に応じて追加対応
を行いました。
発達検査について、より効果的な実施をめざし、学
校や保護者との連携を行いました。
※相談件数実績
Ｒ７　電話69件　来所1480件

教育支援課

77

不登校児童・
生徒支援事業
（びなるー
む）

様々な理由で不登校状態にある小・中学生のため
の教室です。学校復帰や将来の社会的自立を目的
とし、児童・生徒が安心して過ごす中で、人と関
わる力や学ぼうとする意欲を高めることを支援し
ます。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　Ｂ

小学校高学年から中学校３年生までの不登校児童生
徒の多様なニーズに対応するため、専門職や学校と
連携しながら、個々の支援を実施しました。年度ご
とに変わっていく児童生徒の実態に合わせて、一日
の日課等、内容の見直しを行いました。（R7支援対
象者数＿14名）

教育支援課

78
フリースクー
ル授業料補助
制度

「海老名市フリースクール利用児童生徒支援補助
金交付要綱」に基づき、海老名市内に在住する、
フリースクールに通う児童・生徒の保護者に対
し、市の予算の範囲内で授業料の補助を行いま
す。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続 Ｒ７　Ｂ

海老名市立の小中学校に在籍する不登校児童生徒の
多様な学習活動の場を確保するため、在籍する焼酎
学校や利用しているフリースクールと情報連携しな
がら、県補助金も利活用して、個々の利用者への支
援を実施しました。

※実施
　R7　支援対象者数41名　4,652,700円

教育支援課

（４）総合的な不登校対策
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

79 通訳派遣
日本語の会話に困っている外国につながる方々の
ご家庭が安全・安心に生活できるよう、通訳派遣
事業を推進します。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

Ｒ７　Ｂ

電子機器等の翻訳アプリの普及により、簡易なコ
ミュニケーションは機械翻訳での対応が可能にな
り、通訳派遣の利用機会が減少していると考えられ
ますが、今後も、海老名市在住の外国籍の方が地域
で安心して生活できるよう支援していきます。（R7
実績＿12件）

市民相談課

80
母子健康手帳
の多か国語版

母子健康手帳は、妊娠の初期からこどもが小学校
に入学するまでの一貫した健康記録になります。
外国籍の方には、外国語版母子健康手帳（英語・
スペイン語・タガログ語・ポルトガル語・中国
語・タイ語・ハングル語・インドネシア語）を交
付します。

交付件数
Ｒ７　  15件
Ｒ８　  15件
Ｒ９　  15件
Ｒ10　 15件
Ｒ11　 15件

交付件数
R７　12件

R７　B
英語が10件、ベトナム語・インドネシア語が各1件
の交付しました。

こども育成課

81
スクールライ
フサポート

経済的な理由で小・中学校の就学が困難な方に、
学用品費や給食費など学校生活に必要な費用の一
部を援助します。

対象人員
Ｒ７　    1,000人
Ｒ８　    1,000人
Ｒ９　    1,000人
Ｒ10　   1,000人
Ｒ11　   1,000人

対象人数
R７　958名

Ｒ７　Ａ
経済的な理由により就学困難な世帯に対し、学用品
費や給食費など、学校生活に必要な費用の一部を援
助しました。

就学支援課

82
ライフ・スタ
ディサポート
事業

生活保護世帯、児童扶養手当受給世帯、就学援助
受給世帯の中学生を対象とした学習支援をはじ
め、日常的な学習習慣及び学習環境の改善支援等
を行うことで、高校等への進学や社会的自立を促
し、将来の貧困連鎖からの脱却を目指します。

支援対象者の高校等進学率
Ｒ７　  100％
Ｒ８　  100％
Ｒ９　  100％
Ｒ10　 100％
Ｒ11　 100％

支援対象者の高校等進学率
Ｒ７　  100％

Ｒ７　 B

　全ての中学校区で受け入れを実施し、学校の勉強
の復習、学習意欲向上への支援、高校受験対策など
利用者のレベルに応じた個別指導を実施しました。
　また、学習面だけではなく生活面の支援も実施し
たほか、初めて実施した事業者報告会・情報交換会
では、４地区の運営者や学生スタッフが参加し、各
地区の取組や工夫、課題を共有し、事業者同士横の
繋がりを深めました。
　なお、支援を受けた中学３年生23名は、全員希望
通りの進学先（高校）へ進学しています。
※支援人数　68人

学び支援課

83
こどもの貧困
対策推進事業

「こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関す
る法律」の趣旨を踏まえ、こどもの将来がその生
まれ育った環境によって左右されることのないよ
う、必要な環境整備や教育の機会均等など、こど
もの貧困の解消に向けた施策を総合的に推進しま
す。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　B
　県と連携し調査などの対応や、市民や事業所から
の問い合わせがあった際には、必要な窓口を紹介し
ました。

子育て相談課

84
ヤングケア
ラーへの支援

福祉や介護、医療、教育等といった様々な分野が
連携し、早期発見に努め、支援の充実を図りま
す。（ヤングケアラーの周知徹底、本人への支援
体制強化等）

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　B

　令和５年10月より、「海老名市ヤングケアラー
ほっとLINE」を開設し、元ヤングケアラーの相談員
が相談対応をしています。令和７年度は、市内の小
中学校や、市内より通学している生徒が多い高校に
対して、周知活動を行いました。
　また、啓発活動としては、市内小中学校に、国が
発行した啓発チラシを配布、市民・関係機関向けに
ヤングケアラーを周知するイベントを行いました。
　毎年、海老名市ヤングケアラー支援対応ガイドラ
インに掲載している支援体制や相談窓口についても
見直しています。

子育て相談課

（６）貧困対策の推進

（５）外国人世帯への支援の充実
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

85
ファミリー・
サポート・セ
ンター事業

子育て支援を受けたい人（利用会員）と支援をし
たい人（援助会員）が会員となって、育児を助け
合う地域の支援体制を整備します。

活動件数
Ｒ７　    2,432件
Ｒ８　    2,436件
Ｒ９　    2,451件
Ｒ10　   2,457件
Ｒ11　   2,463件

活動件数
R7   3,364件

R7　A

生後３か月から小学校６年生までの子どもを預けた
い人（利用会員）と預かってくれる人（援助会員）
とのマッチングを行いました。
　「保育園・幼稚園への送迎や預かり」、「学童保
育への送迎や預かり」で利用されました。
　その他、令和7年度も「保護者の外出」での利用
も多く、子育て支援策として有効利用されていま
す。

子育て相談課

86

家庭教育学級
（小学校・中
学校・幼稚
園）

家庭教育は親や、これに準ずる人がこどもに行う
教育です。親がこどもや社会への対応能力を高め
ることができるよう、家庭教育学級を開催しま
す。また、こどもが家庭生活を通じて、自分や家
族、社会への基本的な認識をもち、生きることに
対する基本的な感覚や姿勢を身につけることがで
きるよう支援します。

市主催家庭教育学級への参
加者数
Ｒ７　    130人
Ｒ８　    140人
Ｒ９　    150人
Ｒ10　   160人
Ｒ11　   170人

市主催家庭教育学級への参加者
数
Ｒ７　    138人

Ｒ７　 B

令和７年度は市主催で２回の家庭教育学級を開催し
ました。
１回目はフルインクルーシブをテーマとした講演
会、２回目は子どものインターネット利用をテーマ
に動画視聴方式で実施しました。保護者からは、新
たな学びの機会となった、とても参考になったなど
の感想がありました。

学び支援課

87
保育園等の安
全監視員の配
置

市内保育所の園児の安全確保のため、保育所職員
と協力し、敷地内及びその周辺の安全監視を行い
ます。施設内への不審者等の侵入防止を図るとと
もに、もしものときには、保育所職員と連携し
て、園児の避難誘導を行います。

安全監視員の配置数
Ｒ７　 公立保育園各１人
Ｒ８　 公立保育園各１人
Ｒ９　 公立保育園各１人
Ｒ10 　公立保育園各１人
Ｒ11　 公立保育園各１人

安全監視員の配置数
Ｒ７　 公立保育園各１人

R7　B
市内保育所の安全監視を行うと共に、保育園におけ
る防犯訓練等に参加し、現場との協力体制の構築に
努めました。

保育・幼稚園課

88
安全・安心子
どもパトロー
ル

園児の安全確保のため、市内認可保育園及び幼稚
園等の巡回監視を行い、安全で安心な子育て環境
の向上を図ります。不審者情報があった場合、現
場に急行し周辺の警戒にあたります。

パトロール車の実施台数
Ｒ７　1台
Ｒ８　1台
Ｒ９　1台
Ｒ10　1台
Ｒ11　1台

パトロール車の実施台数
Ｒ７　1台

R7　B

市内認可保育園及び幼稚園等の巡回監視を行い、園
児の安全確保に努めました。
不審者情報があった場合には、現場に急行し状況報
告をし、周辺の警戒にあたりました。

保育・幼稚園課

89
学校の安全監
視員の配置

市内の各小学校へ安全監視員を配置することによ
り、校門を監視し不審者の侵入を抑止するととも
に、敷地内を巡回し、こどもの安全確保に努めま
す。

安全監視員の配置数
Ｒ７　 市内小学校各１人
Ｒ８　 市内小学校各１人
Ｒ９　 市内小学校各１人
Ｒ10    市内小学校各１人
Ｒ11    市内小学校各１人

市内小学校各１名
Ｒ７　13名

Ｒ７　Ａ
各小学校に学校安全監視員を配置し、校門付近の立
哨及び学校敷地内の巡回を行い、小学校の安全確保
に努めました。

就学支援課

90
通学路安全パ
トロールの実
施

市内小学生の登下校時にあわせて青色防犯パト
ロール（青パト）車でパトロールを実施します。
青パト車３台で市内全域のパトロールを実施しま
す。

パトロール車の実施台数
Ｒ７　3台
Ｒ８　3台
Ｒ９　3台
Ｒ10　3台
Ｒ11　3台

青パト車３台による実施
R７　３台

Ｒ７　Ａ

児童生徒の登下校時刻に合わせて北部地区５校、中
部地区８校、南部地区６校を３台の青パト車を用い
て巡回し、登下校の安全を図りました。（１８名に
よる２名ずつ３台のローテーションで実施）

就学支援課

（２）こども・若者の安全確保の推進

（１）地域子育て支援・家庭教育支援の充実

Ⅴ　【支え合いえびな】地域でこども・若者の成長を支える社会づくり
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こども計画（第３期子ども・子育て支援事業計画）　令和７年度事業実施状況報告

担当課名
基本
目標

基本
施策

支援事業

令和
７年度
担当課
評価

実績事業概要 令和７度の実施状況計画の指標
支援

事業№

91
仕事と育児の
両立支援事業

子育て世帯の仕事と子育ての両立を支援するた
め、育児・介護休業制度等も含めた関係法制度等
の広報・啓発、情報提供等を行います。

関連講座開催回数
Ｒ７　1回
Ｒ８　1回
Ｒ９　1回
Ｒ10　1回
Ｒ11　1回

Ｒ７　開催回数　１回 Ｒ７　Ｂ

求職活動や転職を考えている方に理想的なキャリア
をサポートができるよう、６月14日にワーク・ライ
フ・バランス講座「自分らしく、仕事と生活を両立
して、笑顔になるための３つの実践ポイント」を開
催しました。
今後も、市民のニーズにあった講座を開催して、出
来るだけ多くの方に参加していただけるようにして
いきます。

市民相談課

92
男性の家事・
地域活動への
参加の促進

固定的な性別役割分担意識の変化を促すため、男
性の家事や地域活動への参加を推奨する講座等を
開催します。

関連講座開催回数
Ｒ７　1回
Ｒ８　1回
Ｒ９　1回
Ｒ10　1回
Ｒ11　1回

Ｒ７　開催回数　１回 Ｒ７　Ｂ

男女の枠にとらわれず誰もが活躍できる男女共同参
画社会を推進するため、６月７日にエンパワーメン
ト講座「職場も家庭ももっとスムーズに！心地よい
関係をつくるヒント」を実施しました。
今後も、市民のニーズにあった講座を開催して、出
来るだけ多くの方に参加していただけるようにして
いきます。

市民相談課

93
男性の育児参
加の促進

男性の育児へのかかわりを深めるため、講座等へ
の父親の参加を呼びかけ、啓発活動等を実施しま
す。

講座等への父親参加率
Ｒ７　44.0％
Ｒ８　44.1％
Ｒ９　44.5％
Ｒ10　44.5％
Ｒ11　44.6％

講座等への父親参加率
R7　　46.6％

R7　A

父と子のきずなを深め、父親同士の交流を図るた
め、「パパと一緒」を開催しました。
同じ年齢の子を持つ、父親同士の不安や悩みを共有
できるよう、０歳から１歳児親子と２歳児以上親子
の２つの年齢に分け、２回ずつ（計４回）土曜日に
開催しました。
　　参加者・・・４５組
　また、土曜日に「おもちゃ広場」を開催し、父親
も一緒におもちゃに触れて、お子さまと一緒に遊べ
る（知育玩具等）機会を設定しました。
　　　おもちゃ広場（土曜日）の参加者・・・
 
大人146人うち父親51人
　なお、リフレッシュ講座の消防署見学は土曜開催
でもあり、父親の参加が多く家族みんなで参加でき
るため、人気となっています。
　   消防署見学参加者・・・大人146人のうち父親
61人

子育て相談課

94
子育て支援員
研修

保育現場等での担い手を確保するため、子育て支
援の仕事（保育士の業務の補助等）に関心を持
ち、条件を満たす対象者に対し、必要となる知識
や技能等を習得するための研修を行います。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　B

昨年に引き続き、保育現場での担い手を確保するた
め、子育て支援の仕事（保育士の業務の補助等）に
関心を持ち、条件を満たす対象者に対し、必要とな
る知識や技能等を習得するための研修を行いまし
た。
研修は、令和７年９月に６日間の日程で行い、28名
の方が受講しました。

保育・幼稚園課

95

合同就職フェ
ア（幼稚園・
保育所・小規
模保育施設）

保育士・幼稚園教諭の人材確保及び保育所又は幼
稚園に就職を希望する学生や保育士資格・幼稚園
教諭免許保有者に対して、保育の仕事や就職に関
する情報提供を行います。

事業の継続
Ｒ７　 事業継続
Ｒ８　 事業継続
Ｒ９　 事業継続
Ｒ10　事業継続
Ｒ11　事業継続

事業の継続
Ｒ７　 事業継続

R7　B

昨年に引き続き、市内の認可保育所、幼稚園が参加
する合同就職説明会を開催し、保育士・幼稚園教諭
の人材確保、及び保育所または幼稚園に就職を希望
する学生や保育士資格・幼稚園教諭免許保有者に対
して、保育の仕事や就職に関する情報提供を行いま
した。
また、令和６年２月に包括連携協定を締結した小田
急電鉄（株）の協力により、開催場所をViNA
GARDENS　OFFICEとしました。

保育・幼稚園課

（３）共働き・共育ての推進

（４）子育て人材の確保及び育成
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子ども子育て会議年間スケジュール（予定）

開催数 日程（予定） 議題等

第１回 令和８年５月26日（火）
・委嘱状交付
・事業評価
・各課案件

第２回 令和８年８月４日（火） ・各課案件

第３回 令和８年11月25日（水） ・各課案件

第４回 令和９年２月18日（木） ・各課案件

※各日程については予定日となります。

※日程については、各回にて次回開催日をお伝えさせていただきます。

※各課案件がない場合、会議が開催されない場合がございます。

※会議の出欠席については、通知を電子メールにて送付させていただき、

　締切日までに御連絡いただくこととなります。


